
令和４年度　公文書開示状況（11月決定分）　総務局
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1 R4.10.18 R4.11.1

（１）令和２年４月８日付通知「『緊急事態宣言』発令による開示請求等に係る開示決定等の期限
について」（２生広情第56号）
・生活文化局長レク資料
・２生広情第56号に係る起案文書
・プレス資料
（２）令和３年４月26日付事務連絡「『緊急事態宣言』発出による開示請求等に係る開示決定等の
期限について」
・内部検討資料

14 1
総務部情報公開

課

2 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「硫黄
島戰歿者顕彰碑」を硫黄島摺鉢山山頂へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与えたこ
とが記されている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

3 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「硫黄
島戦没者の碑」を硫黄島天山へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与えたことが記さ
れている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

4 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「鎮魂
の碑」を硫黄島鎮魂の丘へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与えたことが記されて
いる文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

5 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「硫黄
島開拓之碑」を硫黄島島民平和祈念墓地公園へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与
えたことが記されている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

6 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「行幸
啓記念碑」を硫黄島島民平和祈念墓地公園へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与え
たことが記されている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

7 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「行幸
啓記念碑」を硫黄島島民平和祈念墓地公園へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与え
たことが記されている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

8 R4.10.18 R4.11.2

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律第３５条第１項第２号及び小笠原諸
島における土地に関する権利の調整等に関する政令第２０条第２項第４号の規定に基づき、「行幸
啓記念碑」を父島大神山公園へ設置するにあたり、小笠原総合事務所長が許可を与えたことが記さ
れている文書（小笠原支庁で保有する文書に限る）。

- 1
小笠原支庁総務

課

9 R4.10.20 R4.11.2

(1) 令和4年6月13日庁内管理担当「都庁舎における警備ロボットの活用について」レク資料
(2) 「都庁舎における警備ロボット導入検討支援委託」の履行に係る再委託の承諾申請について(セ
コム)
(3) 「都庁舎における警備ロボット導入検討支援委託」の履行に係る再委託の承諾申請について(Ｓ
ＥＱＳＥＮＣＥ)

11 1 1 1 1

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるものであるため

(条例第７条第４号）
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれがあ
るため

(条例第７条第６号）
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

総務部総務課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

10 R4.10.20 R4.11.2

2022年8月11日～11月まで都庁に配備された警備ロボットについて
・警備ロボット設置にかかる契約額及び契約先が分かる文書
・警備ロボットが撮影した映像・画像の管理及び漏洩防止策、保存期間等について分かる文書　の
うち保存期間等の部分

- 総務部総務課

11 R1.8.9 R4.11.30

・「第1回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第一回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第一回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　配布資料
・「第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　資料
・「第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　資料
・「第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　資料
・「第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　資料
・「第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」に関わる公文書
第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　次第
第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第1回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第1回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第1回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第2回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第2回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第2回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第3回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第3回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第3回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第4回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第4回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第4回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第5回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第5回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第5回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第6回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第6回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第6回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第7回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第7回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第7回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第8回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第8回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第8回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第9回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第9回部会　次第

223 1 1

(条例第７条第５号）
都及び関係団体の内部又は相互間における検討に関
する情報であり、公にすることにより率直な意見交
換及び適正な意思決定が損なわれるおそれがあるた
め

行政部区政課

12 R4.9.9 R4.11.8

・令和４年３月30日付３オ総総第1862号派遣研修職員の研修名簿更新について（内申）
・令和４年３月30日付３総人人第2548号企業等派遣研修生の変更について（通知）
・令和４年３月30日付３総人人第2548号東京都職員の派遣変更について（通知）
・令和４年６月28日付４政総総第279号派遣研修職員の研修名簿更新について（内申）
・令和４年６月29日付４総人人第792号企業等派遣研修生の変更について（通知）
・令和４年６月29日付４総人人第792号東京都職員の派遣変更について（通知）

21 1 人事部人事課

13 R4.9.14 R4.11.9 兼職承認通知書 5 1 総務部総務課

14 R4.10.28 R4.11.9
令和３年４月26日付事務連絡「『緊急事態宣言』発出による開示請求等に係る開示決定等の期限に
ついて」
・内部検討資料

5 1
総務部情報公開

課

15 R4.10.31 R4.11.9
夕景復旧治山工事
工事設計書、経費計算書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、材料品調書

48 1 三宅支庁産業課

16 R4.9.29 R4.11.11

・平成30年11月16日付30総人権人第481号「平成29年度東京都人権啓発活動区市町村補助金の額の再
確定について」
・平成30年12月11日付30総人権人第520号「平成29年度東京都人権啓発活動区市町村補助金の額の再
確定に係る返還金の歳入調定について」

6 1
人権部人権施策

推進課

17 R4.10.28 R4.11.11
東京都の補助金の支出先が、団体や法人、個人などの具体的な名称まで分かる一覧。作成されてい
るものの中で直近の１年分

- 1
総務部情報公開

課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

18 R4.11.7 R4.11.11
三の宮林道災害復旧工事
工事設計書、経費計算書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表

50 1 三宅支庁産業課

19 R4.9.29 R4.11.15

【返還申立・再確定】平成27年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金（繰越未対応団体）
【返還申立・再確定】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金（繰越対応団体）
【返還命令】平成27年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金（繰越未対応団体）
【返還命令】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金（繰越対応団体）
【返還申立・再確定】平成27年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金(繰越未対応団体)
【返還申立・再確定】平成29年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】平成27年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】平成28年度個人番号カード交付事業費補助金(繰越未対応団体)
【返還命令】平成29年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】平成30年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】平成30年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還申立・再確定】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和元年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和2年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還申立・再確定】令和2年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和元年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和2年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】令和2年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】令和2年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還申立・再確定】平成29年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和元年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和2年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和3年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還申立・再確定】令和3年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】令和３年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和３年度個人番号カード交付事務費補助金
【返還命令】平成29年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】平成30年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和元年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和2年度個人番号カード交付事業費補助金
【返還命令】令和3年度個人番号カード交付事業費補助金

318 1
行政部振興企画

課

20 R4.9.29 R4.11.15

・地方創生推進交付金返還命令書（30総行振第1588号）
・地方創生推進交付金実績報告書の修正について（30荒総総3351号）及び別紙理由書
・地方創生推進交付金返還命令書（２総行振第1608号）
・地方創生推進交付金実績報告書の修正について（２府政政第175号）及び別紙理由書
・地方創生推進交付金返還命令書（３総行振第1008号）
・地方創生推進交付金実績報告書の修正について（３東久企企第215号）及び別紙理由書
・地方創生推進交付金返還命令書（４総行振第799号）
・地方創生推進交付金実績報告書の修正について（４荒総総第1452号）及び別紙理由書

12 1
行政部振興企画

課

21 R4.9.29 R4.11.15 31八支産第351号「農業次世代人材投資資金の返還命令の送付について」 1 1 八丈支庁産業課

22 R4.9.29 R4.11.15 ２八支産第1192号「令和２年度農地の創出・再生支援事業の廃止の承認について 2 1 1

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の
個人を識別することはできないが権利利益を侵害す
るものであるため

八丈支庁産業課
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1
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非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

23 R4.10.25 R4.11.21

4月25日 メール
 添付ファイル
5月11日 メール
 添付ファイル
5月12日 メール
5月20日 文書
5月23日 メール
 添付ファイル
5月27日 メール
 添付ファイル
6月2日 文書
6月22日 メール
 添付ファイル
7月11日 メール
 添付ファイル
7月19日 メール
8月2日 メール
 添付ファイル
8月12日 メール
 添付ファイル
8月17日 メール
 添付ファイル
8月19日 メール
8月19日 メール
 添付ファイル
8月23日 メール
 添付ファイル
8月24日 契約書

76 1 1 1 1

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の
個人を識別することはできないが権利利益を侵害す
るものであるため

(条例第７条第４号）
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれがあ
るため

(条例第７条第６号）
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

人権部人権施策
推進課

24 R4.9.29 R4.11.22

・令和元年度施設費補助金確定額通知書
・令和元年度施設費補助金の返還命令について(通知)
・令和元年度高等学校等就学支援金の額の確定について(通知)
・令和元年度高等学校等就学支援金の返還命令について(通知)

4 1
総務部企画計理

課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

25 R4.10.31 R4.11.30

4月25日 メール
 添付ファイル
5月11日 メール
 添付ファイル
5月12日 メール
5月20日 文書
5月23日 メール
 添付ファイル
6月2日 文書
6月22日 メール
 添付ファイル
7月11日 メール
 添付ファイル
8月12日 メール
 添付ファイル
8月17日 メール
 添付ファイル
 添付ファイル
8月19日 メール
 添付ファイル
 添付ファイル
8月22日 文書
8月23日 メール
 添付ファイル
 添付ファイル

61 1 1 1

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の
個人を識別することはできないが権利利益を侵害す
るものであるため

(条例第７条第６号）
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

人権部人権施策
推進課

26 R4.10.31 R4.11.30 感染防止徹底宣言ステッカーの発行に係る申請内容 1 1
総合防災部防災

管理課


